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熊本県情報公開審査会の答申 の概要（平成１９年１２月１１日付け答申第９4号）

１ 事案の概要

（ ） 、 （ 「 」 。） 、１ 平成１６年８月１３日 熊本県知事 以下 実施機関 という に対して

「都道府県の障害者スポーツ大会には内部障害者が出場出来るのに全国障害

者スポーツ大会に内部障害者が出場の欠格条件になっていることを認めてき

た正当な理由（以下「本件請求対象文書」という ）の開示請求があった。。

（２）平成１６年８月２６日、この開示請求に対して、実施機関（担当：身体障

害福祉課（現在は障害者支援総室 ）は、本件請求対象文書が存在しないこと）

を理由に不開示決定を行った。

（３）平成１６年９月１日、実施機関に不開示決定に対する異議申立てが行われ

た。

（４）平成１７年１０月１８日、実施機関から熊本県情報公開審査会に諮問があ

った。

（５）今回の答申は、この諮問に対するものである。

２ 主な争点

実施機関は、本件請求対象文書を保有しているか。

３ 当事者の主張の要旨

異議申立人の主張 実施機関の主張

①全国障害者スポーツ大会 ①全国障害者スポーツ大会は、厚生労働省が

に内部障害者のみが排除さ 定める全国障害者スポーツ大会開催基準要綱

れてきたことは、我慢でき と財団法人日本障害者スポーツ協会が定めて

ない差別である。文書がな いる全国障害者スポーツ大会競技規則に従っ

いのに、なぜ、排除できる て実施されており、大会実施要綱は、大会主

のか。文書を隠している。 催者である厚生労働省、財団法人日本障害者

②厚生 労働 省 文部 科 スポーツ協会及び開催県等が決定するもので（ ） 、 （

学）省及び開催県等が作成 あり、本県では関係文書を作成していない。

した文書を取得しているは ②厚生（労働）省、文部（科学）省及び開催

ずである。 県等の作成に係る、全国障害者スポーツ大会

③全国大会は各都道府県の に内部障害者が出場できない理由が記載され

持ち回り開催であるので、 た文書は、保有していない。

熊本県開催の際、何らかの ③平成１１年度の全国身体障害者スポーツ大

決定をしているはずであ 会（熊本大会）時に、内部障害者の参加問題

る。 は特に議論されていない。

④選手選考の際、内部障害 ④今まで県に対し、内部障害者から、特に内

者の選手に対して、出場で 部障害者が出場できない理由を求められたこ

きないことを説明している ともなく、県が内部障害者に対して説明した

文書があるはずである。 文書はない。

４ 答申の概要
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（１）審査会の結論

実施機関が、本件請求対象文書を保有していないことを理由に不開示とし

た決定は、妥当である。

（２）審査会の判断の要旨

全国障害者スポーツ大会は、厚生労働省が定める全国障害者スポーツ大会

開催基準要綱及び財団法人日本障害者スポーツ協会が制定する全国障害者ス

ポーツ大会競技規則に従って実施されており、大会の実施競技・種目及び障

害区分は、同規則第２条に規定されている。審査会において、本件不開示決

定が行われた時点の平成１６年に開催された第４回全国障害者スポーツ大会

実施要綱を確認したところ、同大会において適用する競技規則は、全国障害

者スポーツ大会競技規則と競技ごとの実施要領によると定められており、競

技・種目及び障害区分は、全国身体障害者スポーツ大会競技規則第２条２＜

別表１＞及び同規則第２条３＜別表２＞のとおりとするとの記載があった。

また、平成１１年に熊本県で開催された第３５回全国身体障害者スポーツ

大会実施要綱についても確認したところ、同大会において適用する競技規則

は、平成１１年度に適用の全国身体障害者スポーツ大会競技規則（日本身体

障害者スポーツ協会制定）と記載され、競技・種目及び障害区分は、全国身

体障害者スポーツ大会競技規則第２条の２＜別表Ⅰ＞及び同規則第２条の３

＜別表Ⅱ＞のとおりとするとの記載があった。

上記のとおり、全国障害者スポーツ大会は、全国障害者スポーツ大会開催

基準要綱及び全国障害者スポーツ大会競技規則に従って全国統一的に開催さ

れていることから、実施機関が競技規則並びに競技・種目及び障害区分につ

いて独自に検討するとは考えられず、全国障害者スポーツ大会に内部障害者

が出場できないことを熊本県が容認している理由が記載された行政文書を作

成も取得もしていないという実施機関の説明に不合理な点は認められない。

また、平成１１年に熊本県で開催された第３５回全国身体障害者スポーツ

大会の開催に際し、内部障害者の参加問題は特に議論されなかったこと、及

び、本件不開示決定までに、県に対し、内部障害者から特に内部障害者が出

場できない理由を求められたこともないことを理由に、本件請求対象文書を

作成も取得もしていないとする実施機関の説明にも不合理な点は認めらな

い。
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諮問実施機関：熊本県知事
諮問日 ：平成１７年１０月１８日
答申日 ：平成１９年１２月１１日（答申第９４号）
事案名 ：全国障害者スポーツ大会関係文書の不開示決定

（不存在）に関する件（平成１７年諮問第１３４
号）

答 申

第１ 審査会の結論

熊本県知事（以下「実施機関」という。）が、本件異議申立ての対象と

なった「政府の障害者施策の委員として、県知事として潮谷義子殿が都道

府県内の障害者スポーツ大会には内部障害者も出場出来るのに全国大会に

は内部が出場の欠格条件になっている事を認めてきた正当な理由（行政手

続法、地自法参照）」（以下「本件請求対象文書」という。）について、

保有していないことを理由に不開示とした決定は、妥当である。

第２ 諮問に至る経過

１ 平成１６年８月１３日、異議申立人は、熊本県情報公開条例（平成１２

年熊本県条例第６５号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づき、

本件請求対象文書について行政文書の開示請求を行った。

２ 平成１６年８月２６日、実施機関は、本件請求対象文書について存在し

ないことを理由に不開示の決定を行った（以下、本決定を「本件不開示決

定」という。）。

３ 平成１６年９月１日、異議申立人は、行政不服審査法（昭和３７年法律

第１６０号）第６条の規定に基づき、本件不開示決定を不服として、実施

機関に対して異議申立てを行った。

４ 平成１７年１０月１８日、実施機関は、この異議申立てに対する決定を

行うに当たり、条例第１９条第１項の規定に基づき、当審査会に諮問を行

った。

第３ 異議申立人の主張

１ 異議申立ての趣旨

本件不開示決定を取り消し、本件請求対象文書を開示することを求める
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というものである。

２ 異議申立ての理由

異議申立人が異議申立書及び口頭意見陳述の中で述べている異議申立て

の理由を要約すれば、おおむね次のとおりである。

（１）全国障害者スポーツ大会に内部障害者のみが排除されてきたことは、

我慢できない差別である。これについて、県は、排除の理由が書かれた

文書はないと言っている。文書がないのに、なぜ、排除できるのか。文

書を隠している。

（２）県で作成していなくても、厚生（労働）省、文部（科学）省及び開催

県等が作成した文書を取得しているはずである。

（３）全国大会は各都道府県の持ち回り開催であるので、熊本県開催の際、

何らかの決定をしているはずである。

（４）全国大会に熊本県選手団も派遣することになるが、選手選考の際、内

部障害者の選手に対して、出場できないことを説明している文書がある

はずである。

第４ 異議申立てに対する実施機関の説明要旨

実施機関の不開示決定の理由説明書及び口頭での説明の内容を要約すれ

ば、おおむね次のとおりである。

１ 全国障害者スポーツ大会は、厚生労働省が定める全国障害者スポーツ大

会開催基準要綱と財団法人日本障害者スポーツ協会が定めている全国障害

者スポーツ大会競技規則に従って実施されており、大会実施要綱は、大会

主催者である厚生労働省、財団法人日本障害者スポーツ協会及び開催県等

が決定するものであり、本県では関係文書を作成していない。

２ 厚生（労働）省、文部（科学）省及び開催県等の作成に係る、全国障害

者スポーツ大会に内部障害者が出場できない理由が記載された文書は、保

有していない。

３ 平成１１年度の全国身体障害者スポーツ大会（熊本大会）時に、内部障

害者の参加問題は特に議論されていない。

４ 今まで県に対し、内部障害者から、特に内部障害者が出場できない理由

を求められたこともなく、県が内部障害者に対して説明した文書はない。

第５ 審査会の判断
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当審査会は、異議申立人の主張内容及び実施機関の説明内容等を踏まえ、

本件不開示決定の妥当性について調査、審議した結果、以下のように判断

する。

１ 本件請求対象文書について

本件請求対象文書は、厚生労働省、財団法人日本障害者スポーツ協会及

び開催地の都道府県等の共催により、開催地ごとに大会実施要綱を定めて

全国統一的に開催される全国障害者スポーツ大会に関するものであり、当

該大会に内部障害者が出場できないことを熊本県が容認してきた正当な理

由が記載された行政文書である。

２ 本件行政文書の存在・不存在について

（１）全国障害者スポーツ大会の実施競技・種目及び参加者の障害区分等に

ついて

実施機関は、全国障害者スポーツ大会に係わる事項は、大会主催者で

ある厚生労働省、財団法人日本障害者スポーツ協会及び開催県が決定す

るものであり、本件請求対象文書を作成も取得もしていないと主張して

いる。

そこで、審査会において確認したところ、全国障害者スポーツ大会は、

厚生労働省が定める全国障害者スポーツ大会開催基準要綱及び財団法人

日本障害者スポーツ協会が制定する全国障害者スポーツ大会競技規則に

従って実施されており、大会の実施競技・種目及び障害区分は、同規則

第２条に規定されていることがわかった。

そこで、審査会において、本件不開示決定が行われた時点の平成１６

年に開催された第４回全国障害者スポーツ大会実施要綱を確認したとこ

ろ、同大会において適用する競技規則は、全国障害者スポーツ大会競技

規則（平成１６年４月１日適用）と競技ごとの実施要領によると定めら

れており、競技・種目及び障害区分は、全国身体障害者スポーツ大会競

技規則第２条２＜別表１＞「全国障害者スポーツ大会競技・種目」及び

同規則第２条３＜別表２＞「全国障害者スポーツ大会個人競技障害区分

表」のとおりとするとの記載があった。

また、平成１１年に熊本県で開催された第３５回全国身体障害者スポ

ーツ大会実施要綱についても確認したところ、同大会において適用する

競技規則は、平成１１年度に適用の全国身体障害者スポーツ大会競技規

則（日本身体障害者スポーツ協会制定（平成９年４月１日実施））と記
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載され、競技・種目及び障害区分は、全国身体障害者スポーツ大会競技

規則第２条の２＜別表Ⅰ＞「全国身体障害者スポーツ大会競技・種目

表」及び同規則第２条の３＜別表Ⅱ＞「全国身体障害者スポーツ大会個

人競技障害区分表」のとおりとするとの記載があった。

（２）本件不開示決定の妥当性について

上記のとおり、全国障害者スポーツ大会は、全国障害者スポーツ大会

開催基準要綱及び全国障害者スポーツ大会競技規則に従って全国統一的

に開催されていることから、実施機関が競技規則並びに競技・種目及び

障害区分について独自に検討するとは考えられず、全国障害者スポーツ

大会に内部障害者が出場できないことを熊本県が容認している理由が記

載された行政文書を作成も取得もしていないという実施機関の説明に不

合理な点は認められない。

また、平成１１年に熊本県で開催された第３５回全国身体障害者スポ

ーツ大会の開催に際し、内部障害者の参加問題は特に議論されなかった

こと、及び、本件不開示決定までに、県に対し、内部障害者から特に内

部障害者が出場できない理由を求められたこともないことを理由に、本

件請求対象文書を作成も取得もしていないとする実施機関の説明にも不

合理な点は認めらない。

上記のとおりであり、本件請求対象文書について、実施機関が保有し

ていないことを理由に不開示とした本件不開示決定は妥当である。

３ 結論

以上により、冒頭の「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

熊本県情報公開審査会

会 長 益田敬二郎

会長職務代理者 渡邊 榮文

委 員 大脇 成昭

委 員 田中扶慈子

委 員 前田 和美

審査の経過
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年 月 日 審 査 の 経 過

平成１７年１０月１８日 ・諮問（第１３４号）

平成１８年 １月 ６日 ・実施機関から不開示決定理由説明書を受理

平成１９年 ６月２５日 ・審議

平成１９年 ７月２５日 ・審議

平成１９年 ８月２４日 ・異議申立人の口頭意見陳述及び審議

平成１９年 ９月２１日 ・実施機関からの説明聴取及び審議

平成１９年１１月 ９日 ・審議
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